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災書時要援護者のための安否確認実施マニ ュアル

目  的

平成 7年 (1995年 )1月 17日 未明に発生 した 『阪神 ・淡路大震災』は、

わた したちのまち豊中はもとより、各地に甚大な被害を与え、6000人 以上も

の尊しヽ命を奪いま した。

災書はその予演」が難 しく、いつ何時わた したちの身にも、りかか って くるのか

劣か りません。特に、災書時の人的被書を最小限にするためには、その発生か

ら行動を起 こすまでのBき間をいかに素早くするかにかかっており、その中で、

いざという時に自力で避難することが困難であ つた り情報の収集が難 ししヽ援護

を必要とするの方 (以下、 「要援護者」 という。)が たくさんおられます。

そ こで、この 『阪神 ・淡路大震災』を教討||に、行政機関はもとより地域住民

が主体 とな り、要援護者を対象に、災書B寺に生命の安全を確認するための取 り

組み (以下、 「安否確認」という。)を 行 うことを目的とします。

2.制 度の概要

この制度は、市内在住の要援護者を対象に、安否確認対象者 リス ト登録シー

ト兼同意書にもとづき、あらか じめ安否確認対象者 リス ト (以下、 「対象者 リ

ス ト」 としヽう。)を 作成 し、災書時には、その対象者 リス トにもとづしヽて豊中

市をは じめ、校区福祉委員会や民生 ・児童委員協議会 (以下、 「安否確認実施

機関」 という。)が 安否を確認 し、 この情報をもとに適切な支援等が講 じられ

るようにするものです。
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3.制 度の仕組み

(1)災 書発生時の定義

この事業の対象となる災書発生時とは、次のいすれかに該当する場合と

します。

①大規模災書が発生し、またはその恐れがあると市長が判断し、災書応

急対策のため災書対策本部が設置され、安否確認実施機関により安否

確認を行う必要があると判断された揚含

②市内で震度6弱 以上の地震が観演」された場合

(2)安 否確認対象者

① 身体障害者手帳 1級 または2級 所持者 (児)

② 療育手帳A所 持者 (児)

③ 概ね 65歳 以上で一人暮らしの者で、旦つ、災書時の自力避難に不安

を抱く者

④ 介護保険制度による要介護状態区劣が要介護 3、 要介護 4、 要介護 5

と認定された者

⑤ 前各暑に掲げる者のほか、災喜時の自力避難に不安を抱く者で、市

長が特に必要と認めた者

(3)対 象者 リス トヘの登録 ,作 成等

あらか じめ 『安否確認対象者 リス ト登録シー ト兼同意書』 <※ イ>は 個

別訪間や郵送 によ り配布 して、制度の説明などを行 つております。登録を

希望される力は、民生委員 ・児童委員に手渡すか、市担当課まで返送 して

<だ さい。用紙が回収されて初めて登録されることにな ります。

また、制度運用開始後の転入者など、新規登録の受付は、各種福祉事業

の申請時や諸手続きの機会に、関係課窓□で登録を呼び掛けた り、市広報
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などでもお知 らせ します。

市は、これをもとに 『安否確認対象者 リス ト』 <※ 2>を 作成 します。

この対象者 リス トは、災害時の安否確認のほか、平常Bきの安 否 確認 訓練 時

にも使用 します。

※ 1 様 式第 1暑

※ 2 様 式第 2号

(4)対 象者リス トの管理 ,更新力法

① 管理方法

市担当課 (高齢者支援課、障害福祉課)、 市消防本部指令情報課及

び安否確認実施機関で、個人情報保護条例に基づき厳重に管理 します。

② 更新力法

市は、民生委員 ・児童委員や関係各課が収集 した情報をもとに、定

期的 (年2回 程度)に 対象者リス トの更新を行うものとします。

市は、平常時において、登録者の情報の把握に努めるものとします。

(5)災 書時における安否確認実施機関への対象者リス トの受け渡 し方法

① 安否確認対象者リス トは、安否確認実施機関の代表者等が保管するも

のとします。

② 安否確認実施機関の代表者等が安否確認対象者リス ト保管に際しては、

豊中市個人情報保護条例の主旨及び豊中市災書時要援護者安否確認事

業実施要綱 (以下 「要綱」という。)第 9条 の規定にもとづき紛失等

がなしヽように適正な管理下に置<こ と。

(6)安 否確認実施機関による安否確認力法

① 安否確認実施機関は、各校区の小学校の体育館付近に参集するものと

します。

② 安否確認実施機関の代表者等は、対象者リストにもとづいて担当の地
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区劣けを行しヽ、電話や戸局」訪間等により安否確認を行しヽます。また、

現地だけでな<、 避難所などにおいても各種情報収集を行しヽ、安否確

認に努めるものとします。

③ 戸別訪間による安否確認に際しては、建物のlal壊危険等のおそれがあ

るときには建物内へ進入 しての確認は行なわなしヽこととします。

④ 安否確認対象者が建物や家具等の下敷きや生き埋め等になってしヽると

きには付近住民に救出と消防機関への通報を依頼 します。

(7)安 否確認実施機関と市、安否確認担当者との連携

① 安否確認実施機関の代表者は、小学校に到着すればとよなか移動通信

システム (移動無線)等 により安否確認に着手する旨の連絡を行なしヽ

ます。

② 災書対策本部では、発災後、概ね lB寺間を経過 しても安否確認着手遵

絡がなしヽ場合には対象者リス トをもった職員を学校へ派遣 します。

③ 発災後、概ね 2時 間後に豊中市災書対策本部 (健康福祉部)は 、安否

確認担当職員を各小学校に派遣 し安否確認実施機関と連携 し安否確認

に努めます。

(8)安 否確認情報の集約 ・報告

① 安否情報は、安否確認実施機関の代表者等が中心となつて集約 し、各

小学校区単位で取りまとめます。

② 豊中市災書対策本部 (健康福祉部)の 安否確認担当職員は、とよなか

移動通信システム (移動無線)等 により災書対策本吉[(健 康福祉郡)

に報告を行います。

(9)そ の他

① 平常Bきの引|1練について

対象者リス トにもとづしヽて訓練を行う場合には、豊中市災書対策本部、

健康福祉吉8安否確認担当職員が訓練参加 しマニュアルにもとづいた訂|1練

内容か、また制度上の課題がなしヽかを検証 します。
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② 訓練時の啓発について

訓線に際 しては、安否確認対象者へ実施要綱第4条 第 1頂 の変更事項

の事前届け入れや災書時の安否確認上の留意事項について文書啓発を行

なうこととします。

③ 安否確認実施機関の異動報告

災書保険変更手続のため実施機関の人事に変更があつたときは、変更

後の組織表を提出することとします。

④ 安否確認ができなかつたときの次善措置

建物の倒壊、座屈等で安否確認実施機関による安否確認対象者の安否

確認が実施できない場合は、その内容等を災害対策本部に連絡すること

とします。

連絡を受けた災書対策本部では、安否が確認できない安否確認対象者

の安否確認を行うこととします。

このマニ ュアルは、豊中市災書時要援護者安否確認事業実施要綱に基づき

策定 したものです。
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【災害時における安否確認等の実施フロー】

校区福祉委員、民生 ,児童委員

安否確認実施の連絡

校区福祉委員

民生 ・児童委員

※ある程度集まつた時点で地区を振り分ける

※対象舌リストのチェック欄に記入する

電話、戸別訪問等 寒々書援護章,援護班の職員各担当校へ派遣

※代表者と学校派遣の市職員(災害援護吉8援護班)が中bと なつて行なう

※テレビ、ラジオ等の情報

」ヽ学校 (体育館附近)集 合

対象者リストの振り分け

責任者は名簿を回収し、再度保管する


